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参考資料－1 第１回運営委員会資料 

e-ケアタウンふじさわ実証コンソーシアム

第一回運営委員会
～ 2003年度 e-ケアタウンプロジェクト～

藤沢市

財団法人 藤沢市保健医療財団

東日本電信電話株式会社

慶應義塾大学

日時： 2003年11月6日（木）
13:00～14:30

場所： 慶應義塾大学湘南藤沢キャンパス
看護医療学部 3階 大会議室

 

 

 

第1回運営委員会 議事次第

1.開会の辞 （事務局より）

2.運営委員より
－運営委員長 （慶應義塾大学 看護医療学部長 吉野肇一）

14年度の報告・15年度の抱負
－副運営委員長 （藤沢市 助役 窪島高大）
－運営委員 （藤沢市保健医療センター 所長 笠岡千孝）
－副運営委員長 （NTT東日本 法人営業本部 システム総括部長 波多野一）

3.報告事項
－14年度 実証実験報告 （慶應義塾大学 各実証グループ・NTT東日本）
－15年度 実証実験内容・スケジュール （慶應義塾大学 各実証グループ・NTT東日本）
－15年度 実証コンソーシアム組織体制 （慶應義塾大学 看護医療学部教授 太田喜久子）

4.懇談事項
－16年度以降のプロジェクトの展開について
実行委員長（慶應義塾大学 看護医療学部教授 太田喜久子）

5.その他

6.閉会の辞（事務局より）
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ｅ-ケアタウンふじさわ 実証コンソーシアム

藤沢市、（財）藤沢市保健医療財団、慶應義塾大学、東日本電信電話株式会社

ｅｅ--ケアタウンふじさわケアタウンふじさわ 実証コンソーシアム実証コンソーシアム

藤沢市、（財）藤沢市保健医療財団、慶應義塾大学、東日本電信電話株式会社藤沢市、（財）藤沢市保健医療財団、慶應義塾大学、東日本電信電話株式会社

運営委員会運営委員会運営委員会

アドバイザリ
コミッティ

アドバイザリ
コミッティ

実行委員会実行委員会
事務局事務局

①ｅ－ヘルスアッププログラム①①ｅｅ－ヘルスアッププログラム－ヘルスアッププログラム

実証実験グループ（各プログラム／共通基盤／ＩTチーム／ネットワーク）実証実験グループ（各プログラム／共通基盤／ＩTチーム／ネットワーク）

ｅ-ケアタウンふじさわ
ＩＴを生かし、看護と介護の充実を目指す藤沢市の試み

ｅｅ--ケアタウンふじさわケアタウンふじさわ
ＩＴを生かし、看護と介護の充実を目指す藤沢市の試みＩＴを生かし、看護と介護の充実を目指す藤沢市の試み

②ｅ－ファミリーケアプログラム②②ｅｅ－ファミリーケアプログラム－ファミリーケアプログラム

③ｅ－介護プログラム③③ｅｅ－介護プログラム－介護プログラム

④ｅ－専門家スキルアップ講座プログラム④④ｅｅ－専門家スキルアップ講座プログラム－専門家スキルアップ講座プログラム

⑤ｅ－市民健康講座プログラム⑤⑤ｅｅ－市民健康講座プログラム－市民健康講座プログラム

⑥ｅ－ケア情報セキュリティプログラム⑥⑥ｅｅ－ケア情報セキュリティプログラム－ケア情報セキュリティプログラム

実証実験フィールド実証実験フィールド

藤藤 沢沢 市市

ｅ！プロジェクト
＜総務省＞

ｅｅ！プロジェクト！プロジェクト
＜総務省＞＜総務省＞

⑦ Qos検証⑦⑦ QosQos検証検証

ｅｅ--ケアタウンプロジェクトケアタウンプロジェクト
～～ 看護と介護がゆきわたり、安心して暮らせるまちづくりのために看護と介護がゆきわたり、安心して暮らせるまちづくりのために ～～

 

 

 

 

高齢者

実験イメージ

市民は、インターネットに接続した機器やPCを利用して、専門家との情報共
有や市民同士とのコミュニケーションを持つことで、健康増進を図る。

専門家（在宅介護スタッフ）は、PCを利用した遠隔学習や在宅介護情報の
共有によって市民へ提供する介護福祉サービスの質を向上させる。

このようにして介護と福祉のゆきわたるコミュニティを形成する。

【A:健康増進、生活習慣病予防の検証】

市民の運動実施履歴情報をモニタリングし、専門家

によるトレーニングプログラムを提供することによって、

体力向上度、運動を習慣的に取り組む度合い、ト

レーナーの業務効率性について評価を行う。

【B:健康維持、介護状態の悪化予防の検証】
モニターとその家族によるモニター活動レベル情報

の共有化やＴＶ会議での双方向通信によって、心の

豊かさ（安心感、つながり感、見守れ感等）の向上度

について評価を行う。

【C:遠隔指導の検証】

ケア情報に関する遠隔指導を行うことによって、モニ

ター・ホームヘルパー（受講者）の利便性や知識習得

度、ケア専門家・ケアスタッフ（指導者）の業務効率性

について評価を行う。

【D:情報共有の検証】

被介護者のプライバシー情報やケア履歴等へ情報

共有権を設定することによって、ケア関連情報共有

時における個人情報保護のためのセキュリティポリ

シーのあり方、適用技術について評価を行う。

【E:緊急性通信の検証】

ＩＰｖ６通信機能の緊急通信（エマージェンシーコール）

について検証し、実現に向けての適用効果、技術的

課題を考察する。
【F:社会へのＰＲ】
◇一般に向けた情報発信の強化
◇関係分野に係わる専門家に向けた研究発表会の
開催

実施内容

モニター（中高年者、高齢者、在宅介護サービス利用者・家族・在宅介護スタッフ）モニター（中高年者、高齢者、在宅介護サービス利用者・家族・在宅介護スタッフ）

介護福祉分野におけるＩＴの利活用について（2002,2003年度実施内容）

e - ケア・スタジオ
保健医療センター

中高年

専門家

B

B

家族

A

B
B

C

D藤沢市

E

 

 

参考資料 P.2 

 

 



 

NTT東日本

1.運営委員会 副運営委員長 助役 窪島　高大 看護医療学部長 吉野 肇一 法人営業本部　ｼｽﾃﾑ総括部長 波多野　一

企画部長 笠井　達夫 環境情報学部長 熊坂　賢次 NTTｻｲﾊﾞｰｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ総合研究所 企画部長 南部　明

福祉健康部長 久世　善雄 総合政策学部長 小島　朋之

藤沢市保健医療ｾﾝﾀｰ所長 笠岡　千孝 政策ﾒﾃﾞｨｱ研究科委員長 徳田　英幸

藤沢市保健医療ｾﾝﾀｰ医療事業部長 小堀　悦孝 副運営委員長 SFC研究所所長 村井　純

2.アドバイザリ 市民病院長 臼井　孝 看護医療学部教授・常任理事 山崎　元 法人営業本部　公共統括部長 浮田　豊明

   コミッティ 市民病院副院長 城戸　泰洋 環境情報学部教授・常任理事 斎藤　信男

3.実行委員会 藤沢市保健医療ｾﾝﾀｰ管理部長 村上　喜美雄 看護医療学部学部長補佐 太田　喜久子 法人営業本部　公共第三担当部長 成瀬　淳

福祉健康部参事兼福祉推進課長 浅木　良一 総合政策学部教授 印南一路 法人営業本部　公共第三担当課長 小田桐　俊治

企画部参事兼ＩＴ推進課長 脇田　文雄 環境情報学部教授 國領　二郎 法人営業本部　第一ｼｽﾃﾑ担当課長 久須美　英喜

専門家スキルアップ講座 看護医療学部教授 金子　仁子

市民健康講座 看護医療学部専任講師 宮川　祥子

ﾍﾙｽｱｯﾌﾟ 環境情報学部専任講師 南　政樹

ﾌｧﾐﾘｰｹｱ・介護 看護医療学部助教授 小林　正弘

ｹｱ情報ｾｷｭﾘﾃｨ 看護医療学部特別研究助手 内山　映子

実証実験全体調整 看護医療学部特別研究助手 内山　映子

共通基盤（ﾈｯﾄﾜｰｸﾃﾞｻﾞｲﾝ） 環境情報学部専任講師 南　政樹

共通基盤（ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ） 環境情報学部専任講師 仰木　裕嗣

共通基盤（ｻｰﾋﾞｽﾃﾞｻﾞｲﾝ） 政策ﾒﾃﾞｨｱ研究科助教授 大川　恵子

4.実証実験グループ 責任者 藤沢市保健医療ｾﾝﾀｰ参与 木村　栄 専門家スキルアップ講座 リーダー 看護医療学部教授 金子　仁子 構築全体調整 リーダー 法人営業本部　第一ｼｽﾃﾑ担当主査 古川　賢治

福祉健康部参事兼市民健康課長 佐藤　茂 看護医療学部専任講師 安田　恵美子 法人営業本部　第一ｼｽﾃﾑ担当 林　毅一

看護医療学部助手 渡邊　輝美 法人営業本部　第一ｼｽﾃﾑ担当 高橋　謙太朗

福祉健康部介護保険課長 阿久津　健一 看護医療学部助手 佐藤　祐子

市民健康講座 リーダー 看護医療学部専任講師 宮川　祥子

看護医療学部教授 竹ノ上　ケイ子 ＩＴﾁｰﾑ　 リーダー 法人営業本部　第一ｼｽﾃﾑ担当 林　毅一

看護医療学部専任講師 川畑　貴美子 法人営業本部　第一ｼｽﾃﾑ担当 鎌苅　康敬

訪問看護 藤沢市保健医療ｾﾝﾀｰ上級主査 古見　田鶴子 ﾍﾙｽｱｯﾌﾟ リーダー 環境情報学部専任講師 南　政樹 法人営業本部　第一ｼｽﾃﾑ担当 田所　砂恵里

介護・ファミリーケア リーダー 看護医療学部助教授 小林　正弘 法人営業本部　第一ｼｽﾃﾑ担当 島田　貴之

健康づくり 藤沢市保健医療ｾﾝﾀｰ上級主査 山口　幸雄 看護医療学部学部長補佐 太田　喜久子

看護医療学部教授 山下　香枝子

看護医療学部専任講師 標　美奈子 ﾈｯﾄﾜｰｸﾁｰﾑ リーダー 法人営業本部　公共第三担当 上田　直樹

情報 藤沢市保健医療ｾﾝﾀｰ主査 戸田　基久 看護医療学部専任講師 茶園　美香 法人営業本部　公共第三担当 柬理  達也

看護医療学部助手 下村裕子

看護医療学部助手 根岸　由美子

ｹｱ情報ｾｷｭﾘﾃｨ リーダー 看護医療学部特別研究助手 内山　映子 QoS検証 リーダー 法人営業本部　第一ｼｽﾃﾑ担当 高橋　謙太朗

看護医療学部専任講師 宮川　祥子 NTT未来ねっと研究所　主幹研究員 林　一博

共通基盤（ﾈｯﾄﾜｰｸﾃﾞｻﾞｲﾝ） リーダー 環境情報学部専任講師 南　政樹 NTT未来ねっと研究所　主任研究員 尾花　和昭

共通基盤（ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝﾃﾞｻﾞｲﾝ） リーダー 環境情報学部専任講師 仰木　裕嗣 NTT未来ねっと研究所　主任研究員 室岡　孝宏

共通基盤（ｻｰﾋﾞｽﾃﾞｻﾞｲﾝ） リーダー 政策ﾒﾃﾞｨｱ研究科助教授 大川　恵子

実証実験全体調整 看護医療学部特別研究助手 内山　映子

看護医療学部専任講師 宮川　祥子

5..事務局 市民健康課主幹（北保健ｾﾝﾀｰ長） 森屋　和己 SFC事務室事務長 辰巳　忠志

ＩＴ推進課主幹 須藤　俊明 SFC総務担当課長 大古殿　憲治　

ＩＴ推進課課長補佐 石井　恒男 SFC研究支援ｾﾝﾀｰ課長 森澤　珠里

看護医療学部担当課長 渡部　淳

SFC総務管財担当 中村　政己

SFC総務会計担当 百瀬　真希子

SFC研究支援ｾﾝﾀｰ 岡野　圭

SFC研究所ＰＪ推進ﾁｰﾑﾏﾈｰｼﾞｬ石川　公子

SFC研究所ＰＪ推進ﾁｰﾑ 児玉　牧子

SFC研究所ＰＪ推進ﾁｰﾑ 高野　純子

副運営委員長

実行委員長

事務局長

ｅ-ケアタウンふじさわ実証コンソーシアム　組織表　　(03年11月6日版）

藤沢市・（財）藤沢市保健医療財団 慶應義塾大学

運営委員長
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Draft 

2003年 7月 1日 

ヘルスケア・インフォマティクス・リサーチラボ 

～ Healthcare Informatics Research Laboratory ～ 

 
 日本社会が、人口の２５％を６５歳以上のお年寄りが占める「超高齢化社会」となるのは 2013 年前後である。
一方で、高度情報化が進み、今日の我々の生活はインターネット基盤と様々なコンピューティング技術を中心

とした「IT社会」となりつつある。このような背景を踏まえ、本ラボラトリでは ITを活用したケア環境の構築と高
度化を目的とする。具体的には、インターネット基盤およびユビキタスコンピューティング環境をベースとして、

家族を含む介護者、医師・看護師などの専門家、被介護者の間でのコミュニケーションをより促進させると共

に、ケアに関する情報をより多くそして詳細に提供していく。 また、これらの活動全般に関わる社会制度、法

律、運用方法論などの確立を目指す。一方で、本ラボラトリの守備範囲は多岐にわたるため、必然的にキャン

パス内外のさまざまな専門家とリソースを有効に活用しなければならない。そのため、本ラボラトリのもう一つ

の目的として横断的な研究グループの形成とコンソーシアムを有効に活用した研究体制の確立を目指す。 
 
◆ 代表者： 太田 喜久子 看護医療学部 教授 

 

◆ 設  立： 2003 年 7 月 1 日  

 

◆ 研究体制および担当分野 

< プロジェクトリーダ > 

太田 喜久子 看護医療学部 教授 介護 

 < 研究員 > 

金子 仁子 看護医療学部 教授 専門家スキルアップ 

小林 正弘 看護医療学部 助教授 ファミリーケア・介護 

宮川 祥子 看護医療学部 専任講師  市民健康講座・ケア情報セキュリティ 

印南 一路 総合政策学部 教授     医療福祉政策評価 

村井 純 環境情報学部 教授     インターネット基盤 

國領 二郎 環境情報学部 教授     社会福祉制度 

南 政樹 環境情報学部 専任講師  ヘルスアップ、デバイス開発 

内山 映子 看護医療学部 特別研究教員（助手） ケア情報セキュリティ 

大川 恵子 政策・メディア研究科 特別研究教員（助教授） 専門家スキルアップ・市民健康講座 

 < アドバイザリ > 

吉野 肇一   看護医療学部長 教授        

小島 朋之   総合政策学部長 教授        

熊坂 賢次   環境情報学部長 教授        

徳田 英幸   政策・メディア研究科委員長 教授  

参考資料 P.4 

 

 



 

 

研究活動計画の概要 

１
年
目 

ヘルスケア・インフォマティクスの基盤となる技術および方法論の検討 

 

e-ケアタウンプロジェクト1をはじめとする看護医療学部・総合政策学部・環境情報学部・政策メディア研究

科内およびキャンパス外で進行中の医療・福祉・介護・看護に関わる研究から、将来にわたり研究をおこ

なうべき項目・事柄・テーマを洗い出し、ヘルスケア・インフォマティクスと基盤となる技術・方法論などを明

確化する。 

 

２
年
目 

ヘルスケア・インフォマティクスによるケア環境の向上に関する研究 

 

1年目の結果を受け、技術と方法論を実証的に組み合わせ、当ラボが目指す IT を活用したケア環境の構

築とその運用を開始する。e-ケアタウンプロジェクトが最終年度に当たるため、当該プロジェクトの成果を

積極的に転用し、さらなる高度化を目指す。 

また、e-ケアタウンプロジェクトで補えなかった部分(例えば児童福祉や病児保育、在宅医療行為など)に

ついての新たな検討を行い、ケア環境の充実に関する最終的な目標を明確化する。 

 

 

３
年
目 

ヘルスケア・インフォマティクスを基盤とした地域医療のモデル化とその実証 

 

1 年目・２年目の研究成果を引き継ぎ、自治体あるいは地域等の単位で「安心した生活」が支援できるよう

なケア環境の充実と高度化を図る。 

 

 

 

  

                              
1 2002 年、藤沢市が総務省の「e！プロジェクト」の介護福祉分野における実証実験の実施地域として

選ばれたことを機会に、慶應義塾大学藤沢キャンパスは、藤沢市、（財）藤沢市保健医療財団、NTT東

日本とともに、看護と介護のゆきわたるまちづくりを目指す実証実験、《ｅ-ケアタウンプロジェクト》

を推進している。インターネットに接続したベッドパッド機器を利用した健康状態の確認や、遠隔講

義システムの活用を行っている。http://www.e-care-project.jp/
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参考資料－2 総務省 広報誌     （平成 15 年 4 月 1日発行） 
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参考資料－3 ｅ-ケアタウンふじさわワークショップ （6 月 14 日） 
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読売新聞記事 
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 「福祉タイムズ」 社会福祉協議会 7 月 15 日発行 
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参考資料－4 チリ青年視察団 （8月 16 日） 慶應義塾大学ｅ-ケア・スタジオ 
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e-Care Community: 
Provide Homecare and Welfare Services Online

Citizens:     Promote individual health-status by Information sharing with   
Caregivers/  Communication with other citizens

Caregivers: Improve skills and quality of services 
by e-learning/ Information Sshaing

Middle-aged citizens(10) Elder citizens (15), CaregiversMonitors

IT Implementation on Homecare/Welfare（FY2002～2003）

Mid-
aged

Elders

e-Care Studio
Healthcare Center

Care
givers

B

B

Family

A

B
B

C

D
A:health promotion, 

lifestyle-related diseases prevention
B:health maintenance in the elderly

C: e-learning

D:information sharing
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参考資料－5 御所見地区 民生委員 ｅ-ケア・スタジオ見学（9月 18 日） 
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参考資料－6 ORF（11 月 21 日、22 日）  

◆メインパネル 「ユビキタス社会とｅ-ケア」 

（11 月 21 日 9：00～10：30） 

 

会場：六本木ヒルズ森タワー24 階 

 

コーディネーター：慶應義塾大学 看護医療学部教授 吉野 肇一 

パネリスト：兵庫県立看護大学附設研究所推進センター 東ますみ 

      札幌医科大学医学研究科生体情報形態学 辰巳 治之 

      慶應義塾大学 環境情報学部教授 村井 純 

 

 

 1）IT を活用した「ｅ-ケア」をいかに発展させるべきか 

2）それを生かす制度はどのようにあるべきか 

  

◆セッション「ヘルスケア・インフォマティクス・リサーチラボ」 

  テーマ：新たなコミュニケーションが創るヘルスケア 

（11 月 21 日 11：00～12：30） 

 

会場 A：慶應義塾大学湘南藤沢キャンパス 

会場 B：六本木ヒルズ森タワー24 階 

 

コーディネーター：看護医療学部助手 内山 映子 

参加者：藤沢市介護保険課課長補佐 関水 秀樹 

    （財）藤沢市保健医療財団 訪問看護ステーション 上級主査 古見 田鶴子 

    （福）芭蕉苑 介護老人福祉施設施設長 捧 恵一 

     介護ボランティアナースの会 キャンナス理事 河野 良雄 

 

     市民モニター 

      

     慶應義塾大学 看護医療学部教授 吉野 肇一 

     慶應義塾大学 看護医療学部教授 太田 喜久子 

慶應義塾大学 専任講師 宮川 祥子 

 

1）ｅ-ケアタウンプロジェクト 平成 14 年度成果報告 

2）参加した市民モニターからの評価・意見（慶應義塾大学湘南藤沢キャンパスより中継） 

3）藤沢市および市内介護施設の関係者をパネリストに迎え、ヘルスケア分野が今後解決すべき課題・

展望について、討論 

 

◆展示・デモンストレーション 

 

（11 月 20 日、21 日 両日） 

 

会場：六本木ヒルズ森タワー24 階 

ｅ-ケアタウンプロジェクト 開発機器、コンテンツ展示、デモンストレーションなど 
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メインパネル ユビキタス社会とｅケア 
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セッション 
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展示会場 
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参考資料－7 Link Club NewsLetter 

（平成 15 年 12 月 15 日発行） 
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参考資料－8 IPv6 ビジネスサミット （2月 16 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 P.30 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 P.31 

 

 



 

参考資料－9 「日経ビジネス」（平成 16 年 3 月 22 日発行） 
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